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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 

第84期 
第３四半期 
連結累計 
期間 

第85期 
第３四半期 
連結累計 
期間 

第84期 
第３四半期 
連結会計 
期間 

第85期 
第３四半期 
連結会計 
期間 

第84期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円） 26,519 27,470 9,736  9,658 35,746

経常利益（百万円） 590 1,438 578  458 957

四半期（当期）純利益（百万

円） 
344 852 323  284 529

純資産額（百万円） － － 13,119  13,939 13,649

総資産額（百万円） － － 49,031  48,632 50,512

１株当たり純資産額（円） － － 64.94  69.52 67.56

１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円） 
1.78 4.41 1.67  1.47 2.74

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円） 
－ － －  － －

自己資本比率（％） － － 25.6  27.6 25.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
2,347 1,491 － － 3,543

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
129 △525 － － 153

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△2,371 △1,905 － － △1,692

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ － 4,850  5,772 6,869

 従業員数（人） － － 3,167  3,094 3,242
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

（１）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人

員を外数で記載しております。なお、従業員数には営業社員、臨時従業員数にはソーイング

アドバイザーを含んでおります。 

  

（２）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期会計期間の平均人員を

外数で記載しております。なお、従業員数には営業社員、臨時従業員数にはソーイングアド

バイザーなどを含んでおります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  （平成22年12月31日現在）

従業員数（人）  3,094    [594]

  （平成22年12月31日現在）

従業員数（人） 635    [460]
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 （注）１ 金額は、製造価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社グループの生産は、主として見込み生産によっているため、記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）  

家庭用機器事業  3,261  －

産業機器事業  784  －

報告セグメント計  4,046  －

その他  20  －

合計  4,066  －

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％） 

家庭用機器事業  7,893  －

産業機器事業  1,039  －

報告セグメント計  8,933  －

その他  724  －

合計  9,658  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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（１）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間における内外の経済情勢は、新興国経済がいち早く成長基調に戻り、

主要先進国諸国も緩やかながらも景気回復基調に転じております。  

 しかしながら、円高の長期化、厳しい雇用情勢の継続などにより、景気の先行きには不透明感が

強まる状況となっております。 

 このような経営環境のもと、当第３四半期連結会計期間における当社グループは、「収益改善計

画」に基づく原価低減の徹底を図りつつ、新機種投入など積極的な販売促進策を通じて、利益の確

保・拡大に注力いたしました。 

  

 家庭用機器事業の海外市場では、円高の影響を受けつつも、北米・欧州などがクリスマス商戦を

経て、売上・利益を確保しました。また、ロシア・中南米などの新興国市場においては積極的な販

売促進策の展開により堅調に推移しました。一方、国内市場では、ミシン・24時間風呂の新機種投

入により、市場の活性化を図りましたが、消費者の購買意欲の底上げには至らず、販売単価も低下

するなど低調に推移しました。その結果、ミシンの売上台数は約52万台（前年同四半期比約１万台

減）となり、家庭用機器の売上高は7,893百万円（前年同四半期比2.5％減）、営業利益は671百万

円（前年同四半期比9.2％増）となりました。 

  

 産業機器事業においては、卓上ロボット・エレクトロプレスなどの売上は、特に中国、韓国、タ

イを主としたアジア市場において情報機器関連や自動車部品関連産業などからの受注が拡大し、好

調に推移しました。また、自動車向けダイカスト鋳造品の受注も増え、産業機器の売上高は1,039

百万円（前年同四半期比30.8％増）、営業利益は90百万円（前年同四半期比85百万円増）となりま

した。 

  

 ITソフト開発を含むその他の事業においては、受注の減少により売上高は724百万円（前年同四

半期比14.3％減）、営業利益は16百万円（前年同四半期比71.7％減）となりました。 

  

 これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、9,658百万円（前年同四半期比0.8％

減）、営業利益は769百万円（前年同四半期比12.4％増）、経常利益は458百万円（前年同四半期比

20.7％減）、四半期純利益は284百万円（前年同四半期比12.1％減）となりました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 財政の状態は、次のとおりであります。 

  

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は48,632百万円（前連結会計年度末比1,879百万円減）と

なりました。 

 資産の部では、流動資産が現金及び預金の減少等により18,953百万円（前連結会計年度末比

1,208百万円減）となりました。固定資産は減価償却による減少等により29,678百万円（前連結会

計年度末比671百万円減）となりました。 

 負債の部は流動負債が短期借入金等の減少より17,633百万円（前連結会計年度末比3,332百万円

減）となりました。固定負債は長期借入金の増加により17,059百万円（前連結会計年度末比1,162

百万円増）となりました。 

 純資産の部は、四半期純利益による株主資本が増加、ならびに為替換算調整勘定等の減少により

13,939百万円（前連結会計年度末比290百万円増）となりました。  

  

（２）キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末から

1,464百万円増加し5,772百万円（前年同四半期比921百万円増）となりました。 

 各キャッシュ・フローの内訳は、以下の通りであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益439百万円、売上債権の増加

397百万円、たな卸資産の減少571百万円、仕入債務の減少333百万円などによる資金の増減があ

り、558百万円の資金の増加（前年同四半期比601百万円減）となりました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出163百万円、無形固定資産

取得による支出79百万円などにより、249百万円の資金の減少（前年同四半期比529百万円減）とな

りました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加436百万円、長期借入れによる収入

1,800百万円、長期借入金の返済249百万円、社債の償還800百万円などにより、1,172百万円の資金

の増加（前年同四半期比1,170百万円増）となりました。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。 

  

（４）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、275百万円でありま

す。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。  
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な

設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

  

  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  360,000,000

計  360,000,000

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成23年２月14日） 

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式  195,214,448  195,214,448
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株  

計  195,214,448  195,214,448 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
 （百万円）

平成22年10月１日

～ 

平成22年12月31日 

 － 195,214 － 11,372  － 823

（６）【大株主の状況】
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認で 

きないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株

主名簿による記載をしております。  

  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が25,000株（議

決権個数25個）含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は

ありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 1,892,000

― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 193,182,000
 193,182 ― 

単元未満株式 
普通株式 

 140,448
― ― 

発行済株式総数  195,214,448 ― ― 

総株主の議決権 ―  193,182 ― 

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数
（株） 

他人名義所
有株式数
（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

蛇の目ミシン工業株

式会社 

東京都八王子市狭間町

1463番地 
1,892,000 ―  1,892,000  0.96

計 ― 1,892,000 ―  1,892,000  0.96

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円）  83  78  78  69  67  62  58  77  79

最低（円）  67  59  61  60  54  55  50  50  67

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しており

ます。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び

当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10

月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,426 7,471

受取手形及び売掛金 6,300 6,128

商品及び製品 3,296 3,751

仕掛品 420 397

原材料及び貯蔵品 1,711 1,499

その他 932 1,029

貸倒引当金 △133 △117

流動資産合計 18,953 20,162

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,866 7,129

土地 15,879 15,945

その他（純額） 2,036 2,184

有形固定資産合計 ※1  24,781 ※1  25,260

無形固定資産   

のれん 875 1,000

その他 801 554

無形固定資産合計 1,676 1,555

投資その他の資産 ※2  3,220 ※2  3,534

固定資産合計 29,678 30,350

資産合計 48,632 50,512

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,874 2,990

短期借入金 12,077 14,531

1年内償還予定の社債 － 800

未払法人税等 224 282

賞与引当金 265 306

その他 2,191 2,054

流動負債合計 17,633 20,966

固定負債   

社債 60 60

長期借入金 6,979 5,681

再評価に係る繰延税金負債 5,064 5,064

退職給付引当金 4,203 4,368

その他 751 723

固定負債合計 17,059 15,897

負債合計 34,692 36,863
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,372 11,372

資本剰余金 823 823

利益剰余金 △2,125 △2,936

自己株式 △325 △325

株主資本合計 9,745 8,935

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △27 △51

繰延ヘッジ損益 △21 △2

土地再評価差額金 5,969 5,927

為替換算調整勘定 △2,225 △1,748

評価・換算差額等合計 3,695 4,125

少数株主持分 499 588

純資産合計 13,939 13,649

負債純資産合計 48,632 50,512
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 26,519 27,470

売上原価 15,681 15,526

売上総利益 10,837 11,943

販売費及び一般管理費 ※  9,973 ※  10,059

営業利益 864 1,884

営業外収益   

受取利息 18 16

受取配当金 46 19

為替差益 5 －

助成金収入 66 7

受取和解金 － 73

その他 96 89

営業外収益合計 232 205

営業外費用   

支払利息 362 333

為替差損 － 210

その他 144 106

営業外費用合計 507 650

経常利益 590 1,438

特別利益   

固定資産売却益 23 118

補償金受入益 421 －

事業譲渡益 － 49

特別利益合計 444 167

特別損失   

投資有価証券評価損 13 68

固定資産除売却損 56 45

環境対策引当金繰入額 － 16

事業再編損 47 111

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 55

貸倒引当金繰入額 102 －

減損損失 19 －

特別損失合計 238 296

税金等調整前四半期純利益 796 1,310

法人税、住民税及び事業税 366 278

法人税等調整額 41 212

法人税等合計 407 490

少数株主損益調整前四半期純利益 － 820

少数株主利益又は少数株主損失（△） 44 △32

四半期純利益 344 852
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 9,736 9,658

売上原価 5,776 5,510

売上総利益 3,959 4,147

販売費及び一般管理費 ※  3,275 ※  3,378

営業利益 684 769

営業外収益   

受取利息 3 5

受取配当金 0 0

その他 28 28

営業外収益合計 31 34

営業外費用   

支払利息 119 105

為替差損 3 224

その他 14 14

営業外費用合計 137 345

経常利益 578 458

特別利益   

固定資産売却益 14 0

貸倒引当金戻入額 15 －

特別利益合計 29 0

特別損失   

投資有価証券評価損 13 －

固定資産除売却損 29 19

減損損失 19 －

事業再編損 47 －

特別損失合計 109 19

税金等調整前四半期純利益 497 439

法人税、住民税及び事業税 150 56

法人税等調整額 3 104

法人税等合計 153 160

少数株主損益調整前四半期純利益 － 278

少数株主利益又は少数株主損失（△） 20 △5

四半期純利益 323 284
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 796 1,310

減価償却費 749 688

減損損失 19 －

のれん償却額 131 125

退職給付引当金の増減額（△は減少） △349 △137

受取利息及び受取配当金 △64 △35

支払利息 362 333

投資有価証券評価損益（△は益） 13 68

売上債権の増減額（△は増加） △645 △633

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,156 △111

仕入債務の増減額（△は減少） 656 216

その他 △6 268

小計 2,819 2,092

利息及び配当金の受取額 64 38

利息の支払額 △314 △254

法人税等の支払額 △222 △385

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,347 1,491

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △34 △34

定期預金の払戻による収入 13 18

有形固定資産の取得による支出 △717 △374

有形固定資産の売却による収入 590 180

その他 277 △315

投資活動によるキャッシュ・フロー 129 △525

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,174 △3,356

長期借入れによる収入 500 4,500

長期借入金の返済による支出 △1,657 △2,190

社債の償還による支出 － △800

その他 △38 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,371 △1,905

現金及び現金同等物に係る換算差額 △37 △157

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 67 △1,097

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △83 －

現金及び現金同等物の期首残高 4,866 6,869

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,850 ※  5,772

14



  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これによる営業利益及び経常利益に与える影響は軽微であり、

税金等調整前四半期純利益は、56百万円減少しております。 

【表示方法の変更】

 当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書）  

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24

日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半

期純利益」の科目で表示しております。  

  

２．前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました

「受取和解金」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区

分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれ

る「受取和解金」は26百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日

内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純

利益」の科目で表示しております。  
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 該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定

方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度

末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結

会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しており

ます。 

２．棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地

棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明ら

かなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価引下げを行う

方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定

方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

 なお、一部の子会社においては、固定資産の年度中の取得、売

却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定しているため、当該

予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しております。 

４．法人税等並びに繰延税金資産

及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や

税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度

末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。 

 なお、一部の子会社においては、税引前四半期純利益に、前年

度の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等の負担率を

乗じて計算する方法を採用しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円17,135 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円16,933

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当

金の額 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当

金の額 

投資その他の資産 百万円120 投資その他の資産 百万円146

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

販売手数料 百万円1,039

従業員給料及び手当 百万円4,108

賞与引当金繰入額 百万円50

退職給付費用 百万円339

減価償却費 百万円170

販売手数料 百万円952

従業員給料及び手当 百万円4,087

賞与引当金繰入額 百万円86

退職給付費用 百万円258

減価償却費  百万円161

貸倒引当金繰入額 百万円29

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

販売手数料 百万円351

従業員給料及び手当 百万円1,339

賞与引当金繰入額 百万円50

退職給付費用 百万円110

減価償却費 百万円54

販売手数料 百万円325

従業員給料及び手当 百万円1,304

賞与引当金繰入額 百万円86

退職給付費用 百万円84

減価償却費 百万円54

貸倒引当金繰入額 百万円6
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成

22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式   千株 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成21年12月31日） （平成22年12月31日） 

現金及び預金勘定 百万円5,491

預入期間が３か月を超える 

定期預金等 
百万円△640

現金及び現金同等物 百万円4,850

現金及び預金勘定 百万円6,426

預入期間が３か月を超える 

定期預金等 
百万円△654

現金及び現金同等物 百万円5,772

（株主資本等関係）

195,214

1,892
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１ 事業区分の方法：製品種類別区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）ミシン関連事業……………ミシン及びその他付属品 

(2）産業機器事業………………ロボット、エレクトロプレス、注型・成形品、ダイカスト鋳造品 

(3）情報処理他サービス事業…ＩＴソフトウェア・情報処理サービス、不動産賃貸、メンテナンス 

              サービス 

(4）24時間風呂・整水器事業…24時間風呂、整水器 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法：製品種類別区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）ミシン関連事業……………ミシン及びその他付属品 

(2）産業機器事業………………ロボット、エレクトロプレス、注型・成形品、ダイカスト鋳造品 

(3）情報処理他サービス事業…ＩＴソフトウェア・情報処理サービス、不動産賃貸、メンテナンス 

              サービス、レストラン運営 

(4）24時間風呂・整水器事業…24時間風呂、整水器 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
ミシン 

関連事業 

(百万円) 

産業機器
事業 

(百万円) 

情報処理
他サービ
ス事業
(百万円) 

24時間風
呂・整水
器事業
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
 7,577  795  845  519  9,736  -  9,736

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 1  377  224  11  615  ( )615     -

計  7,578  1,173  1,069  530  10,351 ( )615  9,736

営業利益又は 

営業損失(△) 
 647  5  59  △32  679  4  684

  
ミシン 

関連事業 

(百万円) 

産業機器
事業 

(百万円) 

情報処理
他サービ
ス事業
(百万円) 

24時間風
呂・整水
器事業
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高              

(1）外部顧客に対する

売上高 
 20,465  2,081  2,674  1,298  26,519  -  26,519

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 17  660  666  27  1,371 ( )1,371       -

計  20,483  2,741  3,340  1,325  27,891 ( )1,371  26,519

営業利益又は 

営業損失(△) 
 1,057  △175  49  △66  864  0  864
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）  

    

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 東南アジア……台湾、タイ 

③ その他の地域…イギリス、オランダ、スイス、オーストラリア、ニュージーランド、

チリ 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 

東南アジ
ア 

(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
 5,996  1,818  160  1,761  9,736        -  9,736

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 1,934     -  3,506  7  5,448 ( )5,448        -

計  7,931  1,818  3,666  1,769  15,185 ( )5,448  9,736

営業利益  73  81  163  205  522  161  684

  
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 

東南アジ
ア 

(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高               

(1）外部顧客に対する

売上高 
 17,314  4,490  416  4,297  26,519       -  26,519

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 5,349       -  9,736  21  15,108 ( )15,108     -

計  22,664  4,490  10,153  4,319  41,627 ( )15,108  26,519

営業利益又は 

営業損失（△） 
 △186  99  434  351  699  165  864
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 欧州……………イギリス、オランダ、ドイツ、スイス 

③ その他の地域…東南アジア、豪州、中東、アフリカ、中南米 

  

【海外売上高】

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,942  1,932  2,329  6,204

Ⅱ 連結売上高（百万円）        9,736

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 19.9  19.8  23.9  63.7

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  4,800  5,290  5,579  15,670

Ⅱ 連結売上高（百万円）        26,519

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 18.1  19.9  21.0  59.1
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、製品種類別区分によるとともに、製品事業別構成単位より財

務情報を入手可能なものとなっております。 

 取締役会は経営資源の配分及び業績を評価するため、当該製品セグメントについて定期

的に検討を行っているものであります。  

 従って、当社は製品別に「家庭用機器事業」及び「産業機器事業」の２つを報告セグメ

ントとしております。  

 「家庭用機器事業」は、ミシン・24時間風呂等の家庭用機器の製造・販売を行っており

ます。「産業機器事業」は、卓上ロボット・エレクトロプレス・ダイカスト鋳造品等の産

業機器の製造・販売を行っております。   

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

 （単位：百万円） 

  

 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 （単位：百万円） 

 （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＩＴソ

フトウェア・情報処理サービス、不動産賃貸等を含んでおります。 

  

【セグメント情報】

   報告セグメント   その他 
合計 

  家庭用機器 産業機器 計  (注)  

売上高         

外部顧客への売上高  22,135  3,176 25,312  2,157  27,470

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 29  604 633  742  1,375

計  22,164  3,781 25,946  2,899  28,846

セグメント利益  1,527  350 1,878  38  1,916

   報告セグメント   その他 
合計 

  家庭用機器 産業機器 計  (注)  

売上高         

外部顧客への売上高  7,893  1,039 8,933  724  9,658

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 9  189 199  253  453

計  7,903  1,229 9,133  977  10,111

セグメント利益  671  90 762  16  779
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額

及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

  

  当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

  

（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業

会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。   

  

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  1,878

「その他」の区分の利益   38

セグメント間取引消去  △32

四半期連結損益計算書の営業利益  1,884

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  762

「その他」の区分の利益   16

セグメント間取引消去  △10

四半期連結損益計算書の営業利益  769
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額 

  

（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 69.52円 １株当たり純資産額 67.56円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 1.78円 １株当たり四半期純利益金額 4.41円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円）  344  852

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  344  852

期中平均株式数（千株）  193,322  193,322
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（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 1.67円 １株当たり四半期純利益金額 1.47円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（百万円）  323  284

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  323  284

期中平均株式数（千株）  193,322  193,322

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月12日

蛇の目ミシン工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内田 英仁  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 湯浅 信好  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市瀬 俊司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る蛇の目ミシン工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、蛇の目ミシン工業株式会社及び連

結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３

四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月14日

蛇の目ミシン工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内田 英仁  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 湯浅 信好  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市瀬 俊司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る蛇の目ミシン工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22

年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、蛇の目ミシン工業株式会社及び連

結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３

四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




